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１．いわゆる「年収の壁」について

２．キャリアアップ助成金の拡充について

３．参考①：「年収の壁」への当面の対応策
（「年収の壁・支援強化パッケージ」）

４．参考②：非正規雇用の状況等
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「年収の壁」に関する適用関係（イメージ）

第３号被保険者（被扶養者）の収入等が増加したことにより、被扶養者でなくなる場合、本人が①厚生年金保険・

健康保険に加入するか、②国民年金・国民健康保険に加入することになり、社会保険料の負担が発生する。

本人
22,700円/月

本人負担なし

●保険料負担

●給付

基礎年金（終身）

基礎年金（終身）

本人
12,500円/月

●保険料負担（※３）

●給付

基礎年金（終身）

厚生年金（終身）

会社
12,500円/月

厚生年金保険・健康保険加入（※１）

・従業員 100人超の企業（※２）に勤務の場合
・年収106万円以上
・週労働時間20時間以上

●給付

●保険料負担（※４）

第３号被保険者（被扶養者）

国民年金・国民健康保険加入
・上記以外の場合
・年収130万円以上

第２号被保険者

第１号被保険者

さらに医療保険から
傷病手当金・出産
手当金を受給でき
るようになる。

保険料負担が発生
するが、給付に変化
はない。

※１ 令和6年10月には、従業員50人超の企業まで拡大。更なる適用拡大に向け、引き続き検討を行う。

※２ 「従業員数」は企業の「厚生年金保険の適用対象者数（被保険者数）」で判断。具体的には、フ

ルタイムの従業員数と、週所定労働時間及び月所定労働日数がフルタイムの4分の3以上の従業員数

を合計した数。

※３ 年収106万円（標準報酬月額8.8万円）の者に係る厚生年金保険料、健康保険料の合計。

※４ 年収130万円の者に係る国民年金保険料、国民健康保険料の合計。
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自営業主

15.3
家族従業者

15.0

会社員・公務員

370.8

その他の働き方

71.5

非就業者・不詳

357.1
総数
829.6

○ 基本給（月額）階級別 第３号被保険
者数 （就業形態 会社員・公務員のみ）（※）

（単位：万人）

○ 就業形態別 第３号被保険者数

※ 被扶養者の認定の条件である年収１３０万円（１月あたり約１０万８千円）を
超える者が一定数存在するのは、
・ 第３号被保険者資格の取消しの届出前に調査が行われた
・ 調査票による調査に基づく結果であるため、調査対象者の誤認、誤回答
等の理由が考えられる。

第３号
被保険
者数

会社員・公務員計 370.8

５万８千円未満 65.8

５万８千円～ ６万８千円 44.1

６万８千円～ ７万８千円 62.7

７万８千円～ ８万８千円 86.2

８万８千円～ ９万８千円 40.7

９万８千円～10万８千円 26.4

10万８千円～12万５千円 9.7

12万５千円～25万円 6.1

25万円 ～40万円 2.7

40万円以上 0.8

不詳 25.5

（単位：万人） 第３号
被保険
者数

会社員・公務員計 370.8

10時間未満 43.2

10～15時間未満 51.6

15～20時間未満 100.0

20～25時間未満 79.3

25～30時間未満 35.6

30～35時間未満 13.9

35～40時間未満 9.1

40時間以上 7.5

不詳 30.6

○ 週の労働時間別 第３号被保険者数
（就業形態 会社員・公務員のみ）

（単位：万人）

（出所）「令和元年 公的年金加入状況等調査」（令和元年１０月３１日時点）

第３号被保険者である会社員・公務員の基本給及び労働時間について
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いわゆる「106万円の壁」を意識している第３号被保険者の推計

※1 令和元年の基本月給が8.8万～10.8万円かつ週所定労働時間が15時間以上である第３号被保険者の人数

※2 令和元年の基本月給が7.8万～8.8万円かつ週所定労働時間が15～30時間である第３号被保険者の人数

※3 令和５年４月時点で、標準報酬月額8.8万～10.4万円の短時間被保険者の人数

100人以下
～

50人超

130万円

106万円

勤務先

企業規模

年

収

非

扶

養

扶

養

100人超 50人以下
個人事業所

（非適用業種）

３号 ３号 ３号 ３号

２号

３号

１号 １号

３号

厚生年金保険料：8,052円

（標報8.8万円の場合の本人負担）

２号（令和6.10～）

１号（～令和6.9）

45万人（※2）

国民年金保険料：16,520円（R5年度）

7万人（※2）

約15万人
（※3）

現２号

9万人（※1）

20万人（※2） 6万人（※2）

19万人（※1） 6万人（※1）

○ 週所定労働時間が15時間以上であって、いわゆる「106万円の壁」を意識している可能性がある第3号被保険者
は、企業規模100人超で約45万人と見込まれ、さらに来年10月に50人超へ拡大した場合には新たに約16万人が加
わって、合計で約60万人と推計される。

○ この約60万人のうちには、就業調整を行わず厚生年金の適用を希望する方や、たまたま年収がこの水準にとど
まっている方がおり、手取り収入の減少を回避して就業調整する方は、さらに少ないことが見込まれる。

（出所）第３号被保険者の人数は「令和元年公的年金加入状況等調査」を用いて特別集計したもの。第２号被保険者の人数は「厚生年金保険・国民年金事業状況」 5



○ 直近の令和３年パートタイム・有期雇用労働者総合実態調査によると、配偶者がいる女性のパートタイム労働者のうち、21.8％が就
業調整をしており、その理由を「一定額(130万円）を超えると配偶者の健康保険、厚生年金保険の被扶養者からはずれ、自分で加入し
なければならなくなるから」と回答した割合は57.3％、「一定の労働時間を超えると雇用保険、健康保険、厚生年金保険の保険料を払

わなければならないから」と回答した割合は21.4％となっている。

配偶者がいる女性のパートタイム労働者の就業調整の有無・理由

パートタイム労働者計 調整をしている 調整をしていない わからない 不明

総 数 100.0% 15.9% 66.8% 14.9% 2.4％

配偶者がいる 100.0% 19.9% 68.1% 9.4% 2.7%

男 性 100.0% 10.6% 72.7% 14.7% 2.0% 

女 性 100.0％ 21.8％ 67.1％ 8.3％ 2.8％

配偶者がいない 100.0% 7.7％ 65.5％ 26.2％ 0.5％

就業調整をしてい
るパートタイム労
働者計

就業調整の理由（複数回答）

不明

自分の所得税
の非課税限度
額(103万
円）を超える
と税金を払わ
なければなら
ないから

一定額を超え
ると配偶者の
税制上の配偶
者控除が無く
なり、配偶者
特別控除が少
なくなるから

一定額を超え
ると配偶者の
会社の配偶者
手当がもらえ
なくなるから

一定額(130
万円）を超え
ると配偶者の
健康保険、厚
生年金保険の
被扶養者から
はずれ、自分
で加入しなけ
ればならなく
なるから

一定の労働時
間を超えると
雇用保険、健
康保険、厚生
年金保険の保
険料を払わな
ければならな
いから

会社の都合に
より雇用保険、
健康保険、厚
生年金保険の
加入要件に該
当しないよう
にしているた
め

現在、支給さ
れている年金
の減額率を抑
える又は減額
を避けるため

その他

総数 100.0% [15.9%] 46.1% 28.3% 12.1% 44.6% 18.8% 3.4% 1.9% 15.8% 1.1% 

配偶者がいる女性 100.0% [21.8%] 49.6% 36.4% 15.4% 57.3% 21.4% 1.3% 0.7% 6.6% 0.1% 

（資料出所）厚生労働省「令和３年パートタイム・有期雇用労働者総合実態調査」

■ 就業調整の有無別パートタイム労働者の割合

■ 就業調整の理由別パートタイム労働者の割合

（注）[]は、パートタイム労働者計を100とした就業調整をしている労働者の割合である。総数には配偶者の有無不明が含まれる。

（注）総数には配偶者の有無不明が含まれる。

（注）令和３年10月１日現在の状況を調査。調査対象は、５人以上の常用労働者を雇用する事業所に雇用されるパートタイム労働者及び有期雇用労働者。 6



「こども未来戦略方針」
～次元の異なる少子化対策の実現のための「こども未来戦略」の策定に向けて～

（令和５年６月13日）（抜粋）

○ こうした施策を支える基盤として、多様な働き方を効果的に支える雇用のセーフティネットを構築するた
め、週所定労働時間20時間未満の労働者に対する雇用保険の適用拡大について検討し、2028年度までを目途
に実施する。また、いわゆる106万円・130万円の壁を意識せずに働くことが可能となるよう、短時間労働者
への被用者保険の適用拡大や最低賃金の引上げに取り組むことと併せて、被用者が新たに106万円の壁を超え
ても手取りの逆転を生じさせないための当面の対応を本年中に決定した上で実行し、さらに、制度の見直し
に取り組む。

Ⅱ．こども・子育て政策の強化：３つの基本理念

２．３つの基本理念
（１）若い世代の所得を増やす

Ⅲ－１．「加速化プラン」において実施する具体的な施策
１．ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化や若い世代の所得向上に向けた取組
（６）いわゆる「年収の壁（106万円／130万円）」への対応

Ⅲ．「加速化プラン」～今後３年間の集中的な取組～

○ いわゆる106万円・130万円の壁を意識せずに働くことが可能となるよう、短時間労働者への被用者保険の
適用拡大、最低賃金の引上げに引き続き取り組む。

○ こうした取組と併せて、人手不足への対応が急務となる中で、壁を意識せずに働く時間を延ばすことので
きる環境づくりを後押しするため、当面の対応として、被用者が新たに106万円の壁を超えても手取り収入が
逆転しないよう、労働時間の延長や賃上げに取り組む企業に対し、複数年（最大３年）で計画的に取り組む
ケースを含め、必要な費用を補助するなどの支援強化パッケージを本年中に決定した上で実行し、さらに、
制度の見直しに取り組む。
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手
取
り
収
入
（
年
間
）

給与収入（年収） ２号被保険者 ３号被保険者

年収106万円と手取り収入のイメージ

※手取り収入の計算にあたっては、給与から社会保険料（厚生年金保険料、健康保険料、介護保険料）のみを控除した前提とし、税金等については

考慮していない。また、令和５年度の厚生年金保険料率18.3％、健康保険料率（協会けんぽの全国平均）10.0％、介護保険料率1.82％の合計

（30.12％）の半分（労使折半）を、本人の保険料負担として計算している。

106

（参考）週20時間労働した場合の時給と年収

125

年収106万円の被扶養配偶者が被用者保険の適用を受けると、社会保険料負担により手取り収入が減るが、概ね年収

125万円になると手取り収入が戻り、その後は年収増に応じて手取り収入も増える。

時給
（円） 900 1,000 1,100 1,200 1,300 1,400

年収
（万円） 93.6 104 114.4 124.8 135.2 145.6

（万円）

（万円）
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「年収の壁」への当面の対応策（「年収の壁・支援強化パッケージ」）概要

人手不足への対応が急務となる中で、短時間労働者が「年収の壁」を意識せず働くことができる環境づくり

を支援するため、当面の対応として下記施策（支援強化パッケージ）に取り組むこととし、早急に開始する。

さらに、制度の見直しに取り組む。

106万円の壁への対応

◆キャリアアップ助成金 ※省令の改正が必要

キャリアアップ助成金のコースを新設し、

短時間労働者が被用者保険（厚生年金保険・健康保険）

の適用による手取り収入の減少を意識せず働くことが

できるよう、労働者の収入を増加させる取組を行った

事業主に対して、労働者１人当たり最大50万円の支援を

行う。なお、実施に当たり、支給申請の事務を簡素化。

労働者の収入を増加させる取組については、

賃上げや所定労働時間の延長のほか、

被用者保険適用に伴う保険料負担軽減のための手当

（社会保険適用促進手当）として、支給する場合も対象とする。

◆社会保険適用促進手当

事業主が支給した社会保険適用促進手当については、

適用に当たっての労使双方の保険料負担を軽減するため、

新たに発生した本人負担分の保険料相当額を上限として

被保険者の標準報酬の算定において考慮しない。

130万円の壁への対応

配偶者手当への対応

◆企業の配偶者手当の見直しの促進

特に中小企業においても、配偶者手当の見直しが

進むよう、

(1) 見直しの手順をフローチャートで示す等

わかりやすい資料を作成・公表するとともに、

(2) 中小企業団体等を通じて周知する。

◆事業主の証明による被扶養者認定の円滑化

被扶養者認定基準（年収130万円）について、

労働時間延長等に伴う一時的な収入変動による被扶

養者認定の判断に際し、事業主の証明の添付による

迅速な判断を可能とする。

上記のほか、設備投資等により事業場内最低賃金の引上げに取り組む中小企業等に対する助成金（業務改善助成金）の活用も促進。 9
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２ 事業の概要・スキーム

１ 事業の目的

有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者（以下「有期雇用労働者等」）といったいわゆる非正規雇用労働者の企業内のキャリアアップを促進するため、
正社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に対して包括的に助成

支給額（１人当たり） 加算措置／加算額（１人当たり）

➀有期→正規： 57万円（ 42.75万円）

➁無期→正規：28.5万円（21.375万円）

➀有期→正規： 90万円 ( 67.5万円)

➁有期→無期： 45万円 ( 33万円)

➂無期→正規： 45万円 ( 33万円)

※( )は、大企業の場合の額。

➀３％以上５％未満： 5万円 ( 3.3万円）

➁５％以上 ：6.5万円 ( 4.3万円）

１事業所当たり 60万円 ( 45万円）

１事業所当たり 40万円 ( 30万円)

23.7万円 ( 17.8万円)

なお、３時間未満の延長であっても、以下のとおり、
助成を受けられる場合がある。

※令和６年９月末までの金額

■「職務評価」の手法の活用により実施 １事業所当たり 20万円（15万円）

正社員化コース

賃金規定等改定コース

キャリアアップ助成金 令和５年度予算額（令和４年度予算額）：829 億円（ 839 億円）

■人材開発支援助成金の訓練修了後

に正社員化

➀ 9.5万円（大企業も同額）

➁4.75万円（大企業も同額）

※自発的職業能力開発訓練または定額制訓練の

修了後に正社員化した場合の加算は、

➀11万円②5.5万円(大企業も同額)

■派遣労働者を派遣先で

正規雇用労働者として直接雇用

28.5万円（大企業も同額）

■母子家庭の母等又は父子家庭の父

➀ 9.5万円（大企業も同額）

➁4.75万円（大企業も同額）

■勤務地限定・職務限定・短時間正社員

制度を新たに規定

１事業所当たり9.5万円（7.125万円）

人への
投資

賃金規定等改定コース
有期雇用労働者等の基本給を定める賃金規定

を３％以上増額改定し、その規定を適用

コース名／コース内容

正社員化コース

有期雇用労働者等を正社員化（※）

※多様な正社員（勤務地限定・職務限定・短時間正社員）を含む

障害者正社員化コース

障害のある有期雇用労働者等を正規雇用労働者等に転換

賃金規定等共通化コース
有期雇用労働者等と正規雇用労働者との

共通の賃金規定等を新たに規定・適用

賞与・退職金制度導入コース
有期雇用労働者等を対象に賞与・退職金制度

を導入し、支給又は積立てを実施

短時間労働者労働時間延長コース
有期雇用労働者等の週所定労働時間

を３時間以上延長し、社会保険を適用

※重度障害者の場合は、➀120万円(90万円)➁➂60万円（45万円）となる。

賞与・退職金制度導入コース

■同時に導入した場合 １事業所当たり 16.8万円（12.6万円）

➢ 正社員化後6か月間の賃金が正社員化前6か月間の賃金と

比較して３％以上増額していることが必要

１～２時間延長かつ10％以上昇給 5.8万円（4.3万円）
２～３時間延長かつ６％以上昇給 11.7万円（8.8万円） 11



キャリアアップ助成金：短時間労働者労働時間延長コース（現行コース）

有期雇用労働者等の週所定労働時間を延長することにより、当該有期雇用労働者等を新たに社会保険の被保険者とし
た場合、事業主に対して助成。

３ 時 間 以 上 延 長

中 小 企 業 23万7,000 円

大 企 業 17万8,000 円

延長時間
企業規模

支給額（１人当たり）

１ 時 間 以 上２ 時 間 未 満 延 長

（ 1 0 ％ 以 上 増 額）
２ 時 間 以 上３ 時 間 未 満 延 長

（６％ 以 上 増 額）

中 小 企 業 ５万8,000 円 11万7,000 円

大 企 業 ４万3,000 円 8万8,000 円

企業規模

①週所定労働時間を３時間以上延長し、新たに社会保険を適用した場合

②労働者の手取り収入が減少しないように週所定労働時間を延長し新たに社会保険を適用した場合

※ ①は令和６年９月30日までの間、暫定措置として支給額を増額。（暫定措置による増額前 中小企業10万円・大企業7万5,000円）

※ ②は令和６年９月30日までの暫定措置。延長時間数に応じて延長時に基本給を増額することで、手取り収入が減少していないとみなす。

※ 令和６年９月30日までの暫定措置として、①と②合わせて、１年度１事業所当たり支給申請上限人数45人まで。

※ 令和４年度の支給実績は、1,775件、2,621人。

延長時間

「社会保険適用時処遇改善コース」の新設に伴い、①・②は令和５年度末までの暫定措置とする。 12



キャリアアップ助成金：社会保険適用時処遇改善コース（新設コース）

社会保険適用時処遇改善コース

➢ 新たに被用者保険を適用するとともに、労働者の収入を増加させる取組を行う事業主に対して助成。

➢ 一事業所当たりの申請人数の上限を撤廃。

➢ 令和７年度末までに労働者に被用者保険の適用を行った事業主が対象。

➢ 支給申請に当たり、提出書類の簡素化など事務負担を軽減。

要 件 1人当たり助成額

① 賃 金 の 1 5 ％ 以 上 分 を 労 働 者 に 追 加 支 給 ※ 1
1年目

２0万円

② 賃 金 の 1 5 ％ 以 上 分 を労働者に追加支給※ 1

するとともに、3年目以降、以下③の取組
が行われること

2年目

２0万円

③賃金の18％以上を増額 ※ 2 させていること
3年目

10万円

週 所 定 労 働 時 間
の 延 長

賃 金 の 増 額 1 人 当 た り 助 成 額

① ４ 時 間 以 上 ー

30万円

②
3 時 間 以 上
4 時 間 未 満

5 %以上

③
2 時 間 以 上
3 時 間 未 満

1 0 %以上

④
１ 時 間 以 上
2 時 間 未 満

1５%以上

短時間労働者が新たに被用者保険の適用となる際に、労働者の収入を増加させる取組を行った事業主に対して、一定期間助成を行う

ことにより、壁を意識せず働くことのできる環境づくりを後押しするため、コースを新設し、複数のメニューを設ける。

（１）手当等支給メニュー（手当等により収入を増加させる場合） （２）労働時間延長メニュー（労働時間延長を組み合わせる場合）
＜現行の短時間労働者労働時間延長コースの拡充＞

（３）併用メニュー
１年目に（１）の取組による助成（20万円）を受けた後、

２年目に（２）の取組による助成（30万円）を受けることが可能。
13

(注)・助成額は中小企業の場合。大企業の場合は３／４の額。
・①、②の賃金は標準報酬月額及び標準賞与額、③の賃金は基本給。
・１、２年目は取組から６ヶ月ごとに支給申請（１回あたり10万円支給）。

３年目は６ヶ月後に支給申請。

※１ 一時的な手当（標準報酬月額の算定に考慮されない「社会保険適用促進手
当」）による支給も可。

※２ 基本給のほか、被用者保険適用時に設けた一時的な手当を恒常的なものとす
る場合、当該手当を含む。労働時間の延長との組み合わせによる増額も可。
また、２年目に前倒して③の取組（賃金の増額の場合のみ）を実施する場合、
３回目の支給申請でまとめて助成（30万円）。

(注)・助成額は中小企業の場合。大企業の場合は３／４の額。
・取組から６ヶ月後に支給申請。
・賃金は基本給。



助成金活用イメージ① ＜手当等により収入を増加させる場合（手当等支給メニュー）＞

14

被用者保険適用後、社会保険料相当額の一時的な手当支給を行った事業主に助成（最大２年間）。３年目以降、継続的な収入

の増加に取り組むことが必要。

年収

約106万円

週20時間

【適用前】

1年目

社会保険適用
促進手当とし
て支給する場
合には標準報
酬月額の算定
に考慮しない

手取り年収

約90万円

保険料約16万円

一時的な手当

約16万円(15%分)

106万円

手取り
106万円

労働者

助成額：20万円
（10万円×２回）

週20時間

【適用後】

2年目

社会保険適用
促進手当とし
て支給する場
合には標準報
酬月額の算定
に考慮しない

手取り年収

約90万円

保険料約16万円

一時的な手当

約16万円(15%分)

106万円

手取り
106万円

労働者

週20時間

賃金（時給）を
18％以上増額

手取り年収

約106万円

保険料約19万円

125万円 手取り
106万円

労働者

助成額：10万円3年目

（時給1,016円） （時給1,016円） 週20時間（時給1,199円）

（時給1,016円）

標準報酬月額
8.8万円

1年目開始

キャリアアップ計画の提出
※今後の取組の方向性を確認

2年目開始 3年目開始

支給申請（４回目）
※3年目以降の18％増額を

賃金規定等により確認

支給申請（５回目）
※6ヶ月間定着している

ことを確認

標準報酬月額
8.8万円

標準報酬月額
10.4万円

支給申請（２回目）
※2年目以降の取組内容を確認

2ヶ月 2ヶ月 2ヶ月

２年６ヶ月

※上記のイメージは、保険料率30.12％（令和５年度の厚生年金保険料率18.3％、健康保険料率（協会けんぽの全国平均）10.0％、介護保険料率（協会けんぽ）1.82％）で労使折半で計算した場合。

また、実際の保険料の算定基礎には、諸手当も含まれるため、実際の保険料、手取り等とは異なる。なお、税金については考慮していない。

（時給1,016円・週所定労働時間20時間の者が、適用拡大により新たに被保険者となるケース）

数
年
後

壁を意識することなく働き
さらなるキャリアアップ

支給申請（１回目）

2ヶ月

支給申請（３回目）

2ヶ月

6ヶ月 １年 6ヶ月

助成額：20万円
（10万円×２回）



助成金活用イメージ② ＜手当等と労働時間延長を組み合わせる場合（併用メニュー）＞

15

被用者保険適用後、１年間は一時的な手当支給を行い、２年目以降、継続的な収入の増加に取り組む場合。

年収

約106万円

週20時間

【適用前】

1年目

社会保険適用
促進手当とし
て支給する場
合には標準報
酬月額の算定
に考慮しない

手取り年収

約90万円

保険料約16万円

一時的な手当

約16万円(15%分)

106万円

手取り
106万円

労働者

週20時間

【適用後】

2年目

手当等支給メニュー

手取り年収

約109万円

保険料約19万円

128万円 手取り
109万円

労働者

労働時間延長メニュー

（時給1,016円） 週22時間 （時給1,118円）

（時給1,016円）

週所定労働時間２時間延長、賃金（時給）10％の増額

標準報酬月額
8.8万円

標準報酬月額
10.4万円

1年目開始

キャリアアップ計画の提出
※今後の取組の方向性を確認

2年目開始

支給申請（２回目）
※2年目以降の取組内容を確認

2ヶ月

支給申請（３回目）
※6ヶ月間定着している

ことを確認

2ヶ月

1年 6ヶ月

（時給1,016円・週所定労働時間20時間の者が、適用拡大により新たに被保険者となるケース）

※上記のイメージは、保険料率30.12％（令和５年度の厚生年金保険料率18.3％、健康保険料率（協会けんぽの全国平均）10.0％、介護保険料率（協会けんぽ）1.82％）で労使折半で計算した場合。

また、実際の保険料の算定基礎には、諸手当も含まれるため、実際の保険料、手取り等とは異なる。なお、税金については考慮していない。

数年後

壁を意識することなく働き
さらなるキャリアアップ

6ヶ月

支給申請（１回目）

2ヶ月

助成額：20万円
（10万円×２回）

助成額：30万円



2021年4月1日
１．いわゆる「年収の壁」について

２．キャリアアップ助成金の拡充について

３．参考①：「年収の壁」への当面の対応策
（「年収の壁・支援強化パッケージ」）

４．参考②：非正規雇用の状況等

16



「年収の壁」への当面の対応策（「年収の壁・支援強化パッケージ」）概要

人手不足への対応が急務となる中で、短時間労働者が「年収の壁」を意識せず働くことができる環境づくり

を支援するため、当面の対応として下記施策（支援強化パッケージ）に取り組むこととし、早急に開始する。

さらに、制度の見直しに取り組む。

106万円の壁への対応

◆キャリアアップ助成金 ※省令の改正が必要

キャリアアップ助成金のコースを新設し、

短時間労働者が被用者保険（厚生年金保険・健康保険）

の適用による手取り収入の減少を意識せず働くことが

できるよう、労働者の収入を増加させる取組を行った

事業主に対して、労働者１人当たり最大50万円の支援を

行う。なお、実施に当たり、支給申請の事務を簡素化。

労働者の収入を増加させる取組については、

賃上げや所定労働時間の延長のほか、

被用者保険適用に伴う保険料負担軽減のための手当

（社会保険適用促進手当）として、支給する場合も対象とする。

◆社会保険適用促進手当

事業主が支給した社会保険適用促進手当については、

適用に当たっての労使双方の保険料負担を軽減するため、

新たに発生した本人負担分の保険料相当額を上限として

被保険者の標準報酬の算定において考慮しない。

130万円の壁への対応

配偶者手当への対応

◆企業の配偶者手当の見直しの促進

特に中小企業においても、配偶者手当の見直しが

進むよう、

(1) 見直しの手順をフローチャートで示す等

わかりやすい資料を作成・公表するとともに、

(2) 中小企業団体等を通じて周知する。

◆事業主の証明による被扶養者認定の円滑化

被扶養者認定基準（年収130万円）について、

労働時間延長等に伴う一時的な収入変動による被扶

養者認定の判断に際し、事業主の証明の添付による

迅速な判断を可能とする。

上記のほか、設備投資等により事業場内最低賃金の引上げに取り組む中小企業等に対する助成金（業務改善助成金）の活用も促進。17



キャリアアップ助成金：社会保険適用時処遇改善コース

社会保険適用時処遇改善コース

➢ 新たに被用者保険を適用するとともに、労働者の収入を増加させる取組を行う事業主に対して助成。

➢ 一事業所当たりの申請人数の上限を撤廃。

➢ 令和７年度末までに労働者に被用者保険の適用を行った事業主が対象。

➢ 支給申請に当たり、提出書類の簡素化など事務負担を軽減。

要 件 1人当たり助成額

① 賃 金 の 1 5 ％ 以 上 分 を 労 働 者 に 追 加 支 給 ※ 1
1年目

２0万円

② 賃 金 の 1 5 ％ 以 上 分 を労働者に追加支給※ 1

するとともに、3年目以降、以下③の取組
が行われること

2年目

２0万円

③賃金の18％以上を増額 ※ 2 させていること
3年目

10万円

週 所 定 労 働 時 間
の 延 長

賃 金 の 増 額 1 人 当 た り 助 成 額

① ４ 時 間 以 上 ー

30万円

②
3 時 間 以 上
4 時 間 未 満

5 %以上

③
2 時 間 以 上
3 時 間 未 満

1 0 %以上

④
１ 時 間 以 上
2 時 間 未 満

1５%以上

短時間労働者が新たに被用者保険の適用となる際に、労働者の収入を増加させる取組を行った事業主に対して、一定期間助成を行う

ことにより、壁を意識せず働くことのできる環境づくりを後押しするため、コースを新設し、複数のメニューを設ける。

（１）手当等支給メニュー（手当等により収入を増加させる場合） （２）労働時間延長メニュー（労働時間延長を組み合わせる場合）
＜現行の短時間労働者労働時間延長コースの拡充＞

（３）併用メニュー
１年目に（１）の取組による助成（20万円）を受けた後、

２年目に（２）の取組による助成（30万円）を受けることが可能。
18

(注)・助成額は中小企業の場合。大企業の場合は３／４の額。
・①、②の賃金は標準報酬月額及び標準賞与額、③の賃金は基本給。
・１、２年目は取組から６ヶ月ごとに支給申請（１回あたり10万円支給）。

３年目は６ヶ月後に支給申請。

※１ 一時的な手当（標準報酬月額の算定に考慮されない「社会保険適用促進手
当」）による支給も可。

※２ 基本給のほか、被用者保険適用時に設けた一時的な手当を恒常的なものとす
る場合、当該手当を含む。労働時間の延長との組み合わせによる増額も可。
また、２年目に前倒して③の取組（賃金の増額の場合のみ）を実施する場合、
３回目の支給申請でまとめて助成（30万円）。

(注)・助成額は中小企業の場合。大企業の場合は３／４の額。
・取組から６ヶ月後に支給申請。
・賃金は基本給。



社会保険適用促進手当について

概要 要件等

○ 短時間労働者への被用者保険の適用を促進するた
め、非適用の労働者が新たに適用となった場合に、
事業主は、当該労働者の保険料負担を軽減するため、
「社会保険適用促進手当」を支給することができる
こととする。
※ 当該手当などにより標準報酬月額・標準賞与額の15％以上分を追加支給
した場合、キャリアアップ助成金の対象となりうる。

○ 「社会保険適用促進手当」は、給与・賞与とは
別に支給するものとし、新たに発生した本人負担分
の保険料相当額を上限として、保険料算定の基礎と
なる標準報酬月額・標準賞与額の算定に考慮しない
こととする。
※ 同一事業所内で同じ条件で働く他の労働者にも同水準の手当を

特例的に支給する場合には、社会保険適用促進手当に準じるものと
して、同様の取り扱いとする。

①対象者

標準報酬月額が10.4万円以下の者

②報酬から除外する手当の上限額

被用者保険適用に伴い新たに発生した本人負担分の保険料

相当額とする。

※令和５年度の厚生年金保険料率18.3％、健康保険料率（協会けんぽの全国平均）
10.0％、介護保険料率1.82％の場合の本人負担分保険料相当額

③期間の上限

最大２年間の措置とする。

標準報酬月額 8.8万円 9.8万円 10.4万円

上限額（年額） 15.9万円 17.7万円 18.8万円

（例）年収106万円（標準報酬月額8.8万円）で勤務する者が、令和６年10月の適用拡大により適用となった際に本手当を利用した場合の試算

被用者保険適用前

被用者保険適用後

手当の支給なし
手当の支給あり

保険料の算定対象とする場合
手当の支給あり

保険料の算定対象としない場合

算定対象となる
年収

106万円 106万円 122万円
106万円

（対象外 手当16万円）

本人負担分の
保険料

― 16万円 18万円 16万円

手取り収入 106万円 90万円 103万円 106万円

事業主の
追加負担

―
16万円

（保険料16万円）
34万円

（手当16万円、保険料18万円）
32万円

（手当16万円、保険料16万円）

労働者・企業
共に２万円の

負担減！

※保険料率は、令和５年度の厚生年金保険料率18.3％、健康保険料率（協会けんぽの全国平均）10.0％、介護保険料率1.82％の合計（30.12％）で計算
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○ 被扶養者認定においては、過去の課税証明書、給与明細書、雇用契約書等を確認しているところ、
短時間労働者である被扶養者（第３号被保険者等）について、一時的に年収が130万円以上となる場

合には、これらに加えて、人手不足による労働時間延長等に伴う一時的な収入変動である旨の事業主

の証明を添付することで、迅速な被扶養者認定を可能とする。

※ あくまでも「一時的な事情」として認定を行うことから、同一の者について原則として連続２回までを上限とする。

概要

（例）被扶養者の範囲内で働く予定（月収10万円）であったが、残業により収入増になった場合

R4.1 R5.10 R6.10
残業発生

１年間（R4.10～R5.9）の将来
収入見込み：120万円

⇒ 被扶養者認定

月収（見込み）10万円

被
扶
養
者
資
格
確
認

R4.10

採
用

被
扶
養
者
資
格
確
認

＜特例措置＞
収入見込額が130万
円以上であっても、
一時的な収入変動で
ある旨の事業主の証
明により迅速に認定。

被
扶
養
者
資
格
確
認

①
人手不足による残業によ
り月収見込みが12万円に

月収（見込み）12万円

残業発生
月収（見込み）12万円

事業主の証明による被扶養者認定の円滑化
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企業の配偶者手当の見直しの促進

課題

令和６年春の賃金見直しに向けた労使の話し合いの中で配偶者手当の見直しも議論されるよう、以下の対応を

実施。

① 中小企業においても配偶者手当の見直しが進むよう、見直しの手順をフローチャートで示す等わかりやすい

資料を作成・公表する。

② 配偶者手当が就業調整の一因となっていること、配偶者手当を支給している企業が減少の傾向にあること等

を各地域で開催するセミナーで説明するとともに、中小企業団体等を通じて周知する。

（参考）見直しの具体例：配偶者手当を廃止又は縮小し、基本給や子どもへの手当を増額

具体的な対応

57.3%

53.8%

42.9%

57.5% 55.8%

53.6%

52.9%

50.2% 48.8%

40%

50%

60%

H28 H31 R４
500～ 100～499 50～99

① 収入要件のある配偶者手当が、社会保障制度とともに、就業

調整の要因となっているとされている。

② 配偶者手当の見直しは、現在支給されている人にとっては不

利益変更となりうるため、労働契約法や判例等に留意した対応

が必要。

③ 配偶者手当の見直しの必要性・メリット・手順等について、

企業等への理解を深めることが必要。
出典: 「職種別民間給与実態調査」(人事院)を加工して作成。
※ 同調査の結果を用いて、配偶者に家族手当を支給し、かつ、

配偶者の収入による制限がある事業所について算出。

（参考）一般職国家公務員については、平成29年に、配偶者に係る扶養手当の減額と子に係る扶養手当の増額を行っている。

また、令和５年 人事院 公務員人事管理に関する報告において、さらなる見直しの検討を進めることが盛り込まれている。

配偶者手当（収入制限あり）支給状況（規模別）

（人）
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業務改善助成金（設備投資等により事業場内最低賃金の引上げに取り組む
中小企業等に対する助成金）の活用推進

22

賃金引上
げ計画

設備投資等に
要した費用の
一部を助成

設備投資
等の計画

【助成率】

【対象事業場】
・事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が50円以内

【助成対象の特例的な拡充】

助
成
対
象
の
例

▶ POSレジシステム導入による在庫管理の短縮
▶ リフト付き特殊車両の導入による送迎時間の短縮

設備投資

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

その他 ▶ 店舗改装による配膳時間の短縮

▶ 専門家による業務フロー見直しによる顧客回転率の向上

900円未満 900円以上950円未満 950円以上

9/10 4/5(9/10) 3/4(4/5)

※（）内は生産性要件を満たした事業者の場合

コロナ禍で売上高等が15％以上減少した事業者や原材料費の高騰など社会的・経済的環境の
変化等外的要因により利益率が３％ポイント以上低下した事業者に限り、以下の経費も助成。
・乗車定員７人以上又は200万円以下の乗用自動車及び貨物自動車等
・パソコン、スマホ、タブレット等の端末及び周辺機器の新規導入
・生産性向上に資する設備投資等に「関連する費用」（広告宣伝費、机・椅子の増設等）

＜生産性向上に資する設備投資＞

デリバリーサービスを行っている

飲食店が、機動的に配送できるよう

デリバリー用３輪バイクを導入

＜関連する経費＞

デリバリーサービスを幅広

く周知するための広告宣伝

を実施

＜関連する経費について＞

※賃金引上げ計画は、事業場規模50人未満の事業場については、令和５年４月１
日～12月31日に賃金引上げを実施している場合は不要（実績の提出は必要）。

計画の承認
及び実行

【助成上限額】

制度の概要

引き上げる
労働者数

引上げ額(※２)

30円 45円 60円 90円

1人 30(60) 45(80) 60(110) 90(170)

2～3人 50(90) 70(110) 90(160) 150(240)

4～6人 70(100) 100(140) 150(190) 270(290)

7人以上 100(120) 150(160) 230 450

10人以上(※1) 120(130) 180 300 600

※1 引上げ労働者数10人以上の上限額は一定の要件を満たした場合に適用
※2 「引上げ額」欄の( )は事業場規模30人未満

（単位：万円）

事業場内の最低賃金（事業場内で最も低い時間給）を一定額以上引き上げるとともに、生産性向上に資する設備投資等を行っ

た中小企業・小規模事業者に対し、その設備投資等に要した費用の一部を助成する「業務改善助成金」について、活用を推進し

ていく。



2021年4月1日
１．いわゆる「年収の壁」について

２．キャリアアップ助成金の拡充について

３．参考①：「年収の壁」への当面の対応策
（「年収の壁・支援強化パッケージ」）

４．参考②：非正規雇用の状況等
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正規雇用と非正規雇用労働者の推移

24

○ 正規雇用労働者は3,588万人（2022年平均。以下同じ）。 対前年比で８年連続の増加（＋１万人）。

○ 非正規雇用労働者は2,101万人。 2020年以降対前年比で減少が続いてきたが、2022年は増加（＋26万人）。

○ 役員を除く雇用者に占める非正規雇用労働者の割合は36.9％ 。前年に比べ0.2ポイント上昇。

（出所）1999年までは総務省「労働力調査（特別調査）」（2月調査）長期時系列表9、2004年以降は総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）長期時系列表10
（注）1）2009年の数値は、2010年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値（割合は除く）。

2）2010年から2014年までの数値は、2015年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値（割合は除く）。
3）2015年から2021年までの数値は、2020年国勢調査の確定人口に基づく推計人口（新基準）への切替による遡及集計した数値（割合は除く）。
4）2011年の数値、割合は、被災3県の補完推計値を用いて計算した値（2015年国勢調査基準）。
5）雇用形態の区分は、勤め先での「呼称」によるもの。
6）正規雇用労働者：勤め先での呼称が「正規の職員・従業員」である者。
7）非正規雇用労働者：勤め先での呼称が「パート」「アルバイト」「労働者派遣事業所の派遣社員」「契約社員」「嘱託」「その他」である者。
8）割合は、正規雇用労働者と非正規雇用労働者の合計に占める割合。

3,333 3,452 
3,805 3,688 

3,410 3,395 3,374 3,355 3,345 3,302 3,288 3,317 3,372 3,434 3,492 3,515 3,556 3,587 3,588 

604 

817 

971 1,225 
1,564 1,727 1,763 1,812 1,816 1,910 1,967 1,986 2,025 2,040 

2,126 2,173 2,100 2,075 2,101 

3,936 

4,269 

4,776 
4,913 4,975 

5,124 5,138 5,167 5,161 5,213 5,256 5,304 5,397 5,474 5,617 5,688 5,655 5,662 5,689 

【15.3%】

【19.1%】

【20.3%】
【24.9%】

【31.4%】
【33.7%】【34.4%】【35.1%】【35.2%】【36.7%】【37.4%】【37.5%】【37.5%】【37.3%】【37.9%】【38.3%】【37.2%】【36.7%】【36.9%】

(▲21) (▲19) (▲10) (▲43) (▲14) (+29) (+55) (+62) (+58) (+23) (+41) (+31) (+1)

(+36) (+49) (+4) (+94) (+57)
(+19)

(+39) (+15)
(+86) (+47)

(▲73) (▲25) (+26)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

1984 89 94 99 2004 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22
（年）

（万人）

非正規雇用労働者の割合

役員を除く雇用者の人数

非正規雇用

正規雇用

その他83万人（＋1）【4.0％】

契約社員
283万人

（＋6）【13.5％】

パート
1,021万人

（▲３）【48.6％】

アルバイト
453万人

（＋14）【21.6％】

派遣社員
149万人（+8）【7.1％】

嘱託
112万人（▲1）【5.3％】



0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

男女計

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

男性 女性

正社員
3,588

(63.1%)

パート
1,021(17.9%)

アルバイト
453(8.0%)

派遣
149(2.6%)

契約
283(5.0%)

正社員
2,339

(77.8%)

正社員
1,249

(46.6%)

パート
897(33.5%)

（万人）（万人）

非正規
雇用
2,101

(36.9%)

非正規
雇用
669

(22.2%)

非正規
雇用
1,432

(53.4%)

その他
83(1.5%)

嘱託
112(2.0%)

パート
124(4.1%)

アルバイト
224(7.4%)

派遣
59(2.0%)

契約
150(5.0%)

その他
40(1.3%)

アルバイト
229(8.5%)

派遣
90(3.4%)

契約
133(5.0%)

嘱託
41(1.5%)

その他
43(1.6%)

嘱託
71(2.4%)

（資料出所）総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）長期時系列表10
（注）1）雇用形態の区分は、勤め先での「呼称」によるもの。

2）非正規雇用労働者：勤め先での呼称が「パート」「アルバイト」「労働者派遣事業所の派遣社員」「契約社員」「嘱託」「その他」である者。
3）割合は、正規雇用労働者と非正規雇用労働者の合計に占める各雇用形態別の割合。

5,689万人

3,008万人

2,681万人

雇用者（役員を除く）の男女の内訳（2022年平均）

○ 非正規雇用労働者の男女別の内訳をみると、男性が31.8％、女性が68.2％となっている。
○ 男女別の役員を除く雇用者のうち、非正規雇用労働者の割合は、男性が22.2％、女性が53.4％となっている。
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（資料出所）総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）長期時系列表10
（注）1）2005年から2009年までの数値は、2010年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値。

2）2010年から2014年までの数値は、2015年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値。
3）2015年から2021年までの数値は、2020年国勢調査の確定人口に基づく推計人口（新基準）への切替による遡及集計した数値。
4）2011年の数値は、被災3県の補完推計値を用いて計算した値（2015年国勢調査基準）。 5）括弧内は、非正規雇用労働者に占める年齢階級別の割合。

259

(17.8%)
259 253 265 253

251

(14.5%)
247 225 223 222

217

(11.9%)
230 230 229 240

240

(11.8%)
272 285 267

262

(12.6%)

267

(12.7%)

271

(18.7%)
283 310 320 330

327

(18.8%)
316 306 302 304
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(16.4%)
303 304 292 282

276

(13.5%)

267 264 248
237

(11.4%)

233

(11.1%)

261

(18.0%)

276 292 302 322
334

(19.3%)
350 344 355 372 370

(20.4%)
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(18.3%)

374 361
336 323

(15.6%)

322

(15.3%)

323

(22.3%)

325 316 322 320
328

(18.9%)
322 324 330 333
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(18.9%)

364 376 388 401 414

(20.3%)

427 439
433 435

(21.0%)
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(20.8%)

244

(16.8%)

261
296

318 332
356

(20.5%)
377

370 391 414
407

(22.4%)

418 423 414 415
422

(20.7%)

430 437
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(20.5%)

439

(20.9%)95(6.5%)
99

96
108 122

141(8.1%) 154
158 163

168
179

(9.9%)

204
235 268 300

316

(15.5%)

358 388
389 393

(18.9%)

405

(19.3%)

1,451 
1,504 

1,564 
1,634 1,678 

1,735 1,765 1,727 1,763 
1,812 1,816 

1,910 
1,967 1,986 2,025 2,040 

2,126 
2,173 

2,100 2,075 2,101 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2002 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

65歳以上

55～64歳

45～54歳

35～44歳

25～34歳

15～24歳

（万人）

非正規雇用労働者の総数

非正規雇用労働者の推移（年齢階級別）
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○ 非正規雇用労働者の人数は増加傾向。
○ 年齢階級別で見ると、65歳以上で顕著に増加。45歳未満でみればほぼ横ばいで推移。

（年）



(資料出所)総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）Ⅱ-16表
注1）非正規雇用を選んだ理由については、2013年第１四半期から集計を開始している。
2）現職の雇用形態（非正規雇用）についた主な理由の回答を対象とし、割合は、非正規雇用労働者のうち、現職の雇用形態についた主な理由に関する

質問に対し、回答をした者の数を分母として算出。
3）現職の雇用形態（非正規雇用）についた主な理由の項目について、「その他」と回答した者は表示していない。

非正規雇用を選んだ理由（年推移）（男女計）

27

○ 非正規雇用を選んだ主な理由として、「自分の都合のよい時間に働きたいから」「家計の補助・学費等を得たいから」
「家事・育児・介護等と両立しやすいから」等の理由で非正規雇用を選んだ者の割合は増加傾向で、直近では76％程度。

○ 不本意非正規雇用労働者の割合は低下傾向で、直近では約１割。
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用
を
選
ん
だ
者

不
本
意
非
正
規
雇
用
労
働
者

その他の理由で非正規雇用を選んだ者の割合

（％）



令和５年度の最低賃金について

○ ７月28日、中央最低賃金審議会において、令和５年度の最低賃金引上げの目安額の答申がなされた。
○ 令和５年度の目安額は、全国加重平均で41円の引上げで、昭和53年に目安制度が始まって以降最高額。
○ この目安額を踏まえ、８月18日までにすべての都道府県の地方最低賃金審議会で改定額を答申。47都道府県のうち、
23局で目安どおり、24局で目安額を上回る引上げとなり、全国加重平均で1,004円となった。

○最高額（1,113 円）に対する最低額（893 円）の比率については、80.2％（昨年度79.6％）となり、９年連続の改善。

厚生労働大臣

中央最低賃金審議会諮問

地方最低賃金審議会

７月～８月頃

10月～

調査審議

中央は、中央最低賃金審議会で議論し、目安額を提示。
地方は、目安を参考に、地域事情を踏まえて、改定額を審議。

目安額の答申 公労使三者
代表で構成

都道府県労働局長 調査審議 改定額
決定

改定額の答申 発効諮問

最低賃金決定の流れ
新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版
（令和５年６月16日閣議決定）（抄）
最低賃金について、昨年は過去最高の引上げ額となったが、本年は、全国

加重平均1,000円を達成することを含めて、公労使三者構成の最低賃金審
議会で、しっかりと議論をいただく。
また、最低賃金の地域間格差に関しては、最低賃金の目安額を示すランク

数を４つから３つに見直したところであり、今後とも、地域別最低賃金の最高
額に対する最低額の比率を引き上げる等、地域間格差の是正を図る。
本年夏以降は、1,000円達成後の最低賃金引上げの方針についても、新

しい資本主義実現会議で、議論を行う。

経済財政運営と改革の基本方針2023
（令和５年６月16日閣議決定）（抄）

最低賃金については、昨年は過去最高の引上げ額となったが、今
年は全国加重平均1,000円を達成することを含めて、公労使三者構
成の最低賃金審議会で、しっかりと議論を行う。また、地域間格差
に関しては、最低賃金の目安額を示すランク数を４つから３つに見
直したところであり、今後とも、地域別最低賃金の最高額に対する
最低額の比率を引き上げる等、地域間格差の是正を図る。今夏以降
は、1,000円達成後の最低賃金引上げの方針についても、新しい資
本主義実現会議で議論を行う。

改定年度 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05

引上げ額（円） 16円 18円 25円 25円 26円 27円 １円 28円 31円 43円

引上げ率（％） 2.1% 2.3% 3.1% 3.0% 3.1% 3.1% 0.1% 3.1% 3.3% 4.5％

改定額（円） 780円 798円 823円 848円 874円 901円 902円 930円 961円 1,004円

地域別最低賃金（全国加重平均）の引上げ額・率の推移

６月～７月頃
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ラ

ン

ク

都道府県名
目安額

【円】

引上げ額

【円】
目安差額

ラ

ン

ク

都道府県名
目安額

【円】

引上げ額

【円】
目安差額

埼 玉 1028 （ 987 ） 41 ±０ 和 歌 山 929 （ 889 ） 40 ±０

千 葉 1026 （ 984 ） 42 ＋１ 島 根 904 （ 857 ） 47 ＋７

東 京 1113 （ 1072 ） 41 ±０ 岡 山 932 （ 892 ） 40 ±０

神 奈 川 1112 （ 1071 ） 41 ±０ 広 島 970 （ 930 ） 40 ±０

愛 知 1027 （ 986 ） 41 ±０ 山 口 928 （ 888 ） 40 ±０

大 阪 1064 （ 1023 ） 41 ±０ 徳 島 896 （ 855 ） 41 ＋１

北 海 道 960 （ 920 ） 40 ±０ 香 川 918 （ 878 ） 40 ±０

宮 城 923 （ 883 ） 40 ±０ 愛 媛 897 （ 853 ） 44 ＋４

福 島 900 （ 858 ） 42 ＋２ 福 岡 941 （ 900 ） 41 ＋１

茨 城 953 （ 911 ） 42 ＋２ 青 森 898 （ 853 ） 45 ＋６

栃 木 954 （ 913 ） 41 ＋１ 岩 手 893 （ 854 ） 39 ±０

群 馬 935 （ 895 ） 40 ±０ 秋 田 897 （ 853 ） 44 ＋5

新 潟 931 （ 890 ） 41 ＋１ 山 形 900 （ 854 ） 46 +7

富 山 948 （ 908 ） 40 ±０ 鳥 取 900 （ 854 ） 46 ＋７

石 川 933 （ 891 ） 42 ＋２ 高 知 897 （ 853 ） 44 ＋５

福 井 931 （ 888 ） 43 ＋3 佐 賀 900 （ 853 ） 47 +8

山 梨 938 （ 898 ） 40 ±０ 長 崎 898 （ 853 ） 45 +6

長 野 948 （ 908 ） 40 ±０ 熊 本 898 （ 853 ） 45 ＋６

岐 阜 950 （ 910 ） 40 ±０ 大 分 899 （ 854 ） 45 ＋６

静 岡 984 （ 944 ） 40 ±０ 宮 崎 897 （ 853 ） 44 ＋５

三 重 973 （ 933 ） 40 ±０ 鹿 児 島 897 （ 853 ） 44 ＋５

滋 賀 967 （ 927 ） 40 ±０ 沖 縄 896 （ 853 ） 43 ＋４

京 都 1008 （ 968 ） 40 ±０

兵 庫 1001 （ 960 ） 41 ＋１ 1004 （ 961 ）

奈 良 936 （ 896 ） 40 ±０

※　括弧書きは、令和４年度地域別最低賃金額

Ｂ C

B

40

40

39

全国

加重平均額

最低賃金時間額

【円】（※）

最低賃金時間額

【円】（※）

Ａ 41

43
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令和５年度 地域別最低賃金額一覧


